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正規雇用も、その比率の上昇が止まらず、1985 年の 16.4%から 2012 年には 35.2%へ［厚生労
働省 2013a : 189］、そして 2014 年 7－9 月期には 37.1%［総務省 2014 : 2］ヘと上昇した。 




れた［『朝日新聞』2014 年 11 月 26 日］3。 
そして、この状況に追い打ちをかけるように、2013 年８月には生活保護制度の扶助基準の引













2  阿部彩『貧困統計ホームページ』。 
3 『朝日新聞』（2014 年 11 月 26 日）によると、2012 年 10 月－2014 年 10 月の 2 年間に、雇用者は 100 万







































































本論文は、2000 年頃からごく最近の生活困窮者自立支援法の制定（2013 年 12 月）およびそ
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福原宏幸 (2007) 「就職困難者問題と地域就労支援事業―地域から提案されたもう一つのワー
クフェア―」、埋橋孝文編著『ワークフェア―排除から包摂へ？―』（シリーズ・新しい社




































カ ー ル モ ン ド
」などによって使われ、1974 年に刊行された R・ルノワー





































［Paugam 1996a : 15］とみなされた。その後、シラク大統領・ジョスパン首相の保革共存政
権によって 1998 年 6 月の「社会的排除との闘いに関する基本法」（社会的排除対策法）、2004
年 12 月にシラク大統領・ラファラン首相の右派・国民運動連合政権のもとで制定された「社会
統合法」、2009 年 10 月同じく国民運動連合政権であったサルコジ大統領・フィヨン首相のも
とでの就労連帯所得（RSA
エ ル サ












合を促す』は、「社会的排除」についてのかなり明確な概念を定義し、そして 1997 年 10 月に
調印されたアムステルダム条約では、社会的排除との闘いが EU の主要な目標のひとつに加え
られた。2000 年 12 月のニース欧州理事会では「社会的包摂に関するナショナル・アクション・






たのは、労働党が勝利する 1997 年 5 月の総選挙前後であった。そして政権に就いて 7 ヶ月目
の 1997 年 12 月、ブレア労働党新政権は、各省庁横断的な新組織、社会的排除対策室を設置










社会的包摂政策の展開を開始した［Wolfensohn 1997］。そして、OECD は、1998 年 4 月 27－
28 日の第 37 回閣僚理事会において、社会的排除問題への取り組みを決定した2。 
このように、社会的排除／包摂論はいまや、欧州の先進諸国だけでなく発展途上国の社会政
策を語るうえでも重要となっている。また、こうした発展途上国をも視野に入れたグローバル
化と社会的排除に関する研究も進められつつある［たとえば、バラ&ラペール 2005 ;  Munck 






                                                  







れである［European Commission 1992 : 8］。まず、その紹介からはじめよう。 
 
































       図表 1－1 貧困、剥奪、社会的排除、それぞれの概念特性の比較 
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会」を対にして成り立たせることとなったと論じた［ロザンヴァロン 2006 : 111, 122］。した
がってまた、社会的排除は「社会的なもの










































































































      出所：Eurostat 2013 : 126.  
 
 
図表１‐３ 欧州 27 カ国、貧困と社会的排除に関する３つの指標に含まれる人口とその重複関係 
 
 
    
注1：単位は％ 
注2：貧困あるいは社会的排除の状況にあるヨーロッパ市民の数は、1億1130万人であった。 

































2013］。2011 年の欧州連合加盟 27 カ国においては、図表１－3 のように、5 億 250 万人の総
人口のうち 1 億 1130 万人が貧困や社会的排除に直面しているとされ、3 つの要因をいずれも
抱えている極めて厳しい貧困と社会的排除のもとにある人々は、800 万人にのぼるとされた
［European Commission 2011］。 

























るというもの であった（第 1 の特徴）。しかも、それらの要因は連鎖しながら累積されるもの




























考えられるだろう［バラ＆ラペール 2005 : 32-35］。こうした場合には、当事者が成人であった
としても、ケイパビリティの回復と選択の自由の保障という視点を無視しての支援では有効と
ならないだろう。この点が十分に考慮されなければならない。したがってまた、こうした課題




























































































































                                                  
6  2014年7月4日、就労連帯所得（RSA）受給者などへの社会・職業参入を行っているフランス・パリ市の




































2005］のパラダイムをめぐる議論を踏まえ、かつ 2000 年代の EU における議論と方向性を整
理して、欧州には、大きく分けて 3 つの広義のパラダイムがあるとした［Armstrong 2010: 25］


























































                                                  
8  自由主義的シティズンシップは、人々の統治への参加には重点をおかず、国家の個人に対する介入を最小
限に抑えながら、個人が生まれながらにして享受している権利を最大限に守ろうとするものである［ヒー
ター 2002 : 6-11］。 

























































































［Savignat 2001］11 。 
























                                                  
11 フランスにおける社会的排除をめぐる理論と政策については田中［2006］、中村［2007］を参照。 
12  ヒーターによれば、アメリカの共和主義的市民権論者ジャノヴィッツの見解を基礎として、1989年イギ
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１ ワーキングプアと社会的排除―2009 年連合総研調査から― 
 
（１）これまでの先行調査と本調査の目的 
 ワーキングプア問題は、経済格差の深刻化や貧困者の増加が問われはじめた 2005 年前後か























を立ち上げ、この問題に関して独自の実態調査を開始することになった。そして、2009 年 7 月

















































































当と考え、単身世帯の場合には年収 200 万円未満をワーキングプアとし、これに年収 200 万円
以上 300 万円未満の人たちをその予備軍として位置付け、これも調査対象とした。複数の稼得
者がいる世帯においては、年収 300 万円未満の世帯に暮らしている者をワーキングプアとし、





























2009 年 7 月-12 月に実施された調査では、ワーキングプアに対するアンケート調査（有効回
答数 616 人、男性 279 人、女性 337 人）と、このうち 120 名についてはヒアリングを実施し、
質的な観点を重視した調査を行った。 
 この調査対象者 616 人の全体的なプロフィールをまず明らかにしておこう。男性の平均年齢
は 36.4 歳、女性は 38.6 歳であった。性別年齢構成は図表 2-2 であり、おおむね 20 歳代後半か
ら 40 歳代前半の働き盛りの年齢層が中心である。 




仕事に甘んじながら働き続けていた。その結果、平均年間勤労収入（税込）が 166 万円、1 世
帯（2.35 人）の平均年間所得 204 万円という低さであった。 
図表 2-4 は、就業形態別の平均年間勤労所得を示しているが、正社員・正職員として働いて
いる場合でも年収 211.5 万円という低い所得であり、非正規社員では 151.5 万円にすぎなかっ
た。こうした所得の低さは、なによりもその雇用の不安定さに原因がある。 
 ここでは、こうしたワーキングプアの置かれている状況を質的な観点からアプローチするこ
とに主眼を置くことから、とくにこの 616 人のうちで聞き取り調査も併せて行った 120 人のケ










































男性 163.5 万円 1.96 人 186.5 万円  
女性 167.5 万円 2・68 人 219.0 万円  
全体 166.0 万円 2.35 人 204.0 万円  
 
 
図表 2-4 現在もしくは離職前の主な働き方別の平均年間勤労所得（税込） 
  有効回答者数 平均年間勤労所得 
正社員・正職員 136 211.5 万円 
非正社員 337 151.5 万円 
自営業者・家族従業者 14 93.0 万円 
その他 10 145.0 万円 
不明 119  













聞き取り調査対象者 120 人のプロフィールであるが、図表 2-5 は、性別・年齢階級別の構成
を示している。120 ケースのうち、男性は 86 ケースで全体の 71.7%を占め、女性は 34 ケース
で 28.3%であった。年齢階級別の構成では、男女とも 25 歳以上 40 歳未満の年齢層に約 7 割が







 学歴構成を示した図表 2-6 をみると、男性には中学卒業・高校中退の者が 31.4%と多い。こ
れに対し、女性には高校以上の学校を卒業した者が多く、専門学校卒 9 人、短期大学卒業 6 人、



















































はいえない。また、人数は 9 人と少ない。 
 第 2 は、正規社員から非正規社員に移り、その後は一貫してさまざまな非正規職を移ってい
く経路である。86 人中 38 人（44.2%）と、最も多くの人がこれを経験している。 

























 なお、この図表 2-12 からは、求職者に占める失業手当受給者の人数を把握することができる













 図表 2-12 に示した現在の就労および求職等の現状を、個別に詳しく示したのが図表 2-14、
2-15、2-16 の３つである。図表 2-14 では、調査時において就労している者の聞き取り調査対
象者全員に占める割合と、その雇用形態の内訳を示した。図表 2-7 に示したように初職で正社
















































の就労を行う男性で平均 14.4 万円、女性が 13.9 万円である。母子世帯の母親で就労している
場合には、稼得収入と別に生活保護費と児童扶養手当の支給がある。 



























































































































































































法をとった。回収サンプル数 254 票、うち有効サンプル数は 240 票であった。地域ごとの有効
サンプルの回収数は、図表 2-30 のとおりである。 
 
調査対象者の性別構成は、男性 152 人（63.3%）、女性 88 人（36.7%）、年齢構成は、24 歳
以下 45 人（18.8%）、25~34 歳 55 人（22.9%）、35～49 歳 78 人（32.5％）、50～64 歳 47 人
（19.6％）、65 歳以上 15 人（6.2％）であった。ここでは、年金未加入あるいは年金収入では
生活が困難な高齢者の就職相談者の割合が高いことに、まず注目しておきたい。また、ジョブ
プラザ大阪の利用者は 52 人で、有効サンプル総数の 21.7％であった。学歴別構成は、中学卒
41 人（17.1％）、高校中退 12 人（5.0％）、各種専門学校（中学卒業後）卒・高校卒 103 人（42.9％）、
各種専門学校卒（高校卒後）19 人（7.9％）、短大・高専卒 15 人（6.2％）、大学（4 年以上）卒
出所：大阪府・市町村就労支援事業推進協議会［2003-2014］から作成。 
59 
44 人（18.3％）、その他 6 人（2.5％）であった。中卒者は、50 歳以上の中高齢者で比率が高く
なっている（50～64 歳で 25.5％、65 歳以上で 33.3％）とはいえ、24 歳以下でも 24.4％と高








様が見て取れる。特徴的なものとして、第 1 に、単身世帯の者が、男性 35～49 歳と 50～64 歳
に、および女性の 50～64歳に多いことがあげられる（全体に占める単身世帯者 45人、18.8％）。




第 3 に、両親の一方が 60 歳以上である高齢両親と成人の子どもからなる世帯（兄弟 1 人のあ









母親等 14.2%、障害者 12.3%、その他（26 歳から 44 歳までの者及び父子家庭、外国人等）
22.7%であった。今回の調査では、この報告書において「その他」に分類された人たちの中で、














となっている（ジョブプラザ利用者では 1 名で 2.0%）のに対して、ジョブプラザ大阪利用者の
場合には「その他」42.9％と極めて高くなっており、この「その他」の選択者が具体的に挙げ
たものの多くがハローワークであった。なお、地域就労支援センター利用者でも「その他」を






























 この就職相談者が希望する働き方をみると、有効回答数 235 人のうち圧倒的多数の 199 人
（84.9%）が、「同じ事業所で長く働きたい」としている。しかし、実際のところ、これまでの
就職を果たした者たちの雇用形態を見ると、その希望の実現は厳しいことがわかる。たとえば、
2006 年度の大阪市地域就労支援センターの 2006 年度の成果では、年間相談者 636 人のうち就


















の合計の割合 2）は 55.5%となっており、たとえば社会保障・人口問題研究所が 2005 年に行っ
た首都圏の低所得者居住地区の調査と比べる（「大変苦しい」「やや苦しい」の合計 35.9%）と、
主観的貧困感の強い人が多いことがわかる2。 



















実質的な貧困状況を推測しえる質問をいくつか行ったが、図表 2-36 では、「過去 1 年間に金
銭的理由で家族が必要とする食料を買えなかったことがあるか」を聞いた結果を示した。「よく
あった」「時々あった」「まれにあった」の 3 つの選択肢のいずれかを選んだ者の合計は有効回
答者 237 人中の実に 71 人、30%にのぼり、生活が極めて困窮していると思われる「よくあっ
た」だけをみても 16 人、6.8%の高さに登っている。また、ライフ・ラインにあたる公共サー
ビス（水道、電気・ガス、電話）を停止された経験のある者は 21 人、有効回答数 226 人のう
ち 9.3％であった。このうち、電話（携帯電話を含む）を止められるケースは世帯所得に関係な
く止められるケースが比較的増えてきているが、今回の調査対象者において電気・ガスを止め
られた人が 10 人と、同じく有効回答数の 4.4％と高いことがわかった。 
こうした貧困層が多く含まれることにともなって、公的年金への加入率も著しく低い。図表
2-37 をみると、「無回答・不正回答」も含めた回答者 232 人のうち加入者は 123 人、53.0%に
過ぎなかった。年齢階層別にみていくと、25 歳未満では「加入している」のはわずか 29.3%に
すぎず、「加入しなくても構わない」が 31.7%と多い。25-34 歳では、加入者は 50.9%と増える
が、未加入であるが「できれば加入したい」も 36.4%と多い。安定した仕事に就けないことが、
その加入を阻んでいるようである。35-49 歳は、比較的高く、69.2%であるが、高齢期が間近に











































































































































































































































―」『情況』2007年11・12月号。   
阿部彩（2010）「日本の貧困の動向と社会経済階層による健康格差の状況」、内閣府男女共
同参画会議監視・影響評価専門委員会『生活困難を抱える男女に関する検討会報告書―就



























―――（2008）『平成 19 年国民生活基礎調査』。 
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1997 : 131］。 
木村は、「自立助長」を「惰民防止」であると解釈し、この場合の「自立」は経済的に依存し
ていない状態を意味するとし、その「助長」とはできるだけ保護廃止に近づけることであると
論じた［清水 1997 : 78］。これに対し、小山は、「人をして人足るに値する存在たらしめるため
には単にその最低生活を維持させる」とともに、それぞれの人が内包している「内在的可能性
を発見し、それを助長育成し、而うしてその人をしてその能力にふさわしい状態において社会








てとにかく経済的自立、就労による自立を図るという趣旨で理解されてきた［石橋 2001 : 200］。
しかも、経済的自立や就労による自立に向けた具体的施策がまったく講じられず、惰民防止と
いう観念と結びついて、「自立助長」は単に保護廃止や「保護を受けないようにすること」とし



























うにして行為すること」と定義される［盛山 2004 : 188］。すなわち、ここでの「自立」は自律
であり、自己決定とそれにもとづく行為として定義できるものであろう。障害者自立生活運動
                                                        
2  しかし，1950 年代には，公的扶助サービスをめぐる中村－岸論争があり，1970 年代後半には，今村雅夫が人格





   
 


















［京極 2002 : 88］。その上で、「自立」は「自己決定と自律の可能性の拡大」であるとし、
自立支援は「もっている可能性をいかに引き出すか」にあると述べた。さらに、「自立は目標
であり、……自助と互助と公助の組み合わせによって自立支援が可能になる」と述べた［京極 
2002 : 132, 134］。 
このように、障害者自立生活運動から生まれた新たな「自立」観は、政府の社会保障改革












「95 年勧告」をもとに 2000 年 6 月に社会福祉事業法が改正され、社会福祉法と名称が変更
された。これは、豊かな社会における社会福祉制度として、救済的な措置制度
ヽ ヽ ヽ ヽ
から利用者の選
択を尊重する利用制度



































































































僚を中心とした 2003 年４月発足の「若者自立・挑戦戦略会議」（2004 年６月より官房長官が
加わり関係５閣僚）が策定した『若者自立・挑戦プラン』（2003 年 6 月）である。またその強
化を図るため、2004 年 12 月に『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』がとりまとめ
られた。第 2 は、同じ時期に、内閣府が教育学者 市川伸一を中心とした有識者からなる「人間
力戦略研究会」を組織し、2003 年４月に発表された『人間力戦略研究会報告』である。第 3 は、
これらを受けて、内閣府は、「若者の包括的な自立支援方策に関する検討会」を組織し、2005
年 6 月にまとめられた『検討会報告書』である。 
第 1 の『若者自立・挑戦プラン』（2003 年６月）と『若者の自立・挑戦のためのアクション
                                                        
3  OECD が 2005 年２月に発表したワーキングペーパーによると，日本のジニ係数（所得格差指数）は
OECD27 か国のうち第 10 位，貧困率は第５位と高位グループに属した。また，これらの指数は 90 年代後
半上昇し続けてきたことを明らかにしている［Förster & Mira d’Ercole 2005 : 10, 21］［連合総合生活開発
研究所 2005］。 
 84 
プラン』（2004 年 12 月）では、若者の「自立」は職業的な自立として捉えられ、はじめて若者
向けの就労支援策が提起された。しかし、その対象は、就労意欲を持つ若者に限られ、そこに
は、就労意欲を持たないのは自己責任とする論調で議論が展開された。 





業生活、市民生活、文化生活の３つに着目した［人間力戦略研究会 2003 ： 10］。この「人間
力」の考え方は、多面的であることから具体的な政策化には及ばなかった。なお、この議論は、
後の 4（2）で触れる「新しい市民社会」論における「自立した個人」の概念と親和性をもつ。 





とりまとめた［内閣府 2005 : 5］。この若者の「自立」論は、三つの特徴を持つ。一つは、理念
的な「人間力」という表現はここでは取り上げられなかった。それに代わって、基本的には生
活保護改革論議で提起された「自立」の三つの側面とほぼ重なる内容が論じられ、これらに若







３ 就労を軸とする自立支援策の展開  
 
（１）『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』2002 年１月 
 前の二つの節では、歴史的には、1950 年代にはじまる生活保護の「自立助長」論、1970 年

















































































                                                        





































                                                        






























































































































































































































































































































可能にする重要なファクターとして位置づけられている［樋口 2004 : 6－7」。また、90 年代
後半のイギリスのブレア政権のもとでのコミュニティの再構築の試みは、市場主義や個人の責


























































                                                        























―――（2004a）、社会保障審議会 福祉部会 生活保護制度のあり方に関する専門委員会『第 15
回 生活保護制度のあり方に関する専門委員会 配付資料』 2004 年７月。 
―――（2004b）、社会保障審議会 福祉部会 生活保護制度のあり方に関する専門委員会『生活保
護制度の在り方に関する専門委員会 報告書』。 





























意見について」2005 年４月 11 日、 
http://www.jacsw.or.jp/other_files/iken_youbou/050726youbou.htm 
日本労働研究機構（2003）『諸外国の若者就業支援政策の展開―イギリスとスウェーデンを中心


























Bhalla、 A.S. / Lapeyre、 F.、 (2004)、 Poverty and Exclusion in a Global World、 Second 
Revised Edition、 Palgrave Macmillan.  A.S.バラ・F.ラペール、中村健吾・福原宏幸監
訳（2005）『グローバル化と社会的排除』昭和堂。 
Förster、 M. / Mira d'Ercole、 M.、 (2005)、 Income Distribution and Poverty in OECD 
Countries in the Second Half of the 1990s、”（OECD Social、Employment and 
































                                                  




























即して、先に示した 2 つの目的を明らかにしようとするものである。 
以下では、1990 年代末から小泉政権が幕を閉じた 2006 年 9 月までを第 1 期とし、それに続
く第一期安倍政権の登場以降の時期を第 2 期として区分し、それぞれの時期の広義のアクティ
ベーション（以下では「アクティベーション」と略称する）の特徴を、雇用と福祉の政策連携




びとの労働・社会参加を促進しようとする一連の政策」と定義される［埋橋 2011 : 16-21］。また、この議
論では、アメリカやイギリスでみられる「福祉から就労へ」型ワークフェアを「ハードなワークフェア」、
教育訓練によって就労能力（employability）を高めることで労働市場への参加を促進するスウェーデンな
どの政策を「ソフトなワークフェア」、「就労にともナウ福祉」型ワークフェアと位置づけ［埋橋 2011 : 










橋 2012 :27-］。 
103 
のあり方の整理をとおして明らかにしていこう。 




１ 2000 年代前半の「日本型ワークフェア」の模索 
 
（１）生活困窮者問題に対する２つの提言 
日本の失業率は、バブル経済の末期にあたる 1991 年の 2.1%を底としてその後緩やかに上昇
し、1997 年には 3.4%、そして 2002 年には 5.4%のピークに達した。こうして失業問題が深刻
化するとともに、新卒未就職者の増加、それに関連した若者の非正規雇用の増加が顕著となっ

























































2002 年 1 月の『プロジェクト報告書』がとりあげた母子世帯について、厚生労働省は同年３
月に「母子家庭等自立支援対策大綱」を発表し、11 月には母子及び寡婦福祉法などの関連法律
を改正し、2003 年７月には「母子家庭の母の就業支援についての特別措置法」が成立した。と
                                                  
4 たとえば、大阪府は、2003 年「大阪府地域福祉推進計画」のもとづき、コミュニティソーシャルワーカ
ーの配置事業を開始し、その後の全国的な「モデル」となった［園田 2008 : 74-75］。また、同じく大阪府
が府内市町村とともに 2002 年に開始した地域就労支援事業も同様であった［福原 2007］。 























した就労自立支援が実施された［福原 2005 : 68-69］。ホームレス生活者をはじめ長期の失業










































生活保護受給者に対しても、2005 年 4 月に同じような自立支援策が開始されていった。し
かし、ここでは、専門的研究者による審議会の開催とその報告書のとりまとめがなされること



























は、2009 年 3 月の社会・援護局長の通達まで先延ばしされてしまった。この『就労支援事業活
用プログラム』は、ハローワークと連携して生活保護受給者の就労に向けて援助を行なうとさ
れたが、生活保護受給者の稼働能力活用条件のチェックや、受給者としての義務を果たさせる






























 2000 年 12 月の『検討会報告書』、2002 年 1 月の『プロジェクト報告書』、そして 2004 年 12
月の『専門委員会報告』の 3 つの政府機関の政策提言を検討し、2000 年代前半の母子世帯の母
親、ホームレス生活者、困難をかかえた若者、そして生活保護受給者に対するそれぞれの自立
支援策を分析してきた。それらをまとめれば、次のように総括できるだろう。 
























































2007 年 2 月 1 日に安倍内閣の「成長力底上げ戦略構想チーム」が示した『成長力底上げ戦
略』（案）の「基本姿勢」では、経済格差の拡大やワーキングプア問題に「正面から取り組む」



































































年 11 月～2010 年 12 月）では、社会的包摂を進めるために、フリーターの減少や最低賃金 1000
円への引き上げなど多元的な分野で具体的目標が策定された。ただし、これらの目標の実現は
成長率 3％の達成という条件が付けられ、実現の可能性は極めて厳しいものとなっている。 
他方、社会保障改革においては、2010 年 12 月の『社会保障改革に関する有識者検討会議報




                                                  













ことを提起した。先に示した 3 つの理念、5 つの原則のもとに、広義のアクティベーションへ




年 2 月に示された『「福祉から雇用へ」推進 5 か年計画』、2009 年 7 月から「緊急人材育成支
援事業」として開始され 2011 年 4 月に恒久制度化された「求職者支援法」（同年 11 月実施）








近年の生活保護人員数は、1995 年の 882 千人を底として 2012 年 1 月には 2,091 千人へと
２倍以上急増している。保護率では、同じく 1995 年の 0.70％から 2012 年 1 月には 1.64％へ
と増加している［社会保障審議会 2012］。生活保護受給者においては、高齢世帯がおよそ 4 割
強を占めているが、近年の増加は、「その他世帯」によるものである。2000 年の 55,240 世帯か















































 次に、2011 年 10 月から第２のセーフティネットとして実施されている求職者支援制度につ
いて、検討しよう。この制度は、2009 年 7 月より 3 年間の時限措置として実施されてきた緊
急人材育成支援事業を恒久化しようということでできたものである。しかし、3 年間の時限措
置としての実施機関において発生したさまざまな問題を克服することによって、より精緻化さ




に対するセーフティネットの不備が露わとなった。このため、麻生政権はまず 2009 年 4 月に






つきがたいものもあった。訓練期間は、３ヶ月、6 か月そして 12 カ月のコースがあった。訓
練・生活支援給付金は、雇用保険を受給できなくても安心して訓練を受けられるように、一定
の要件を満たせば受給できるもので、単身者で月 10 万円、世帯者で 12 万円が支給された。 
民主党政権は、この制度の恒久化を図るべく、2009 年末ころから労働政策審議会での審議に






































求められてきた。例えば、2007 年 4 月には、厚生労働省は「多重債務問題改善プログラム」の














                                                  
8  たとえば、2008 年 10 月段階における厚生労働省の推計によると、非正規雇用者の雇用保険未加入率が
58％という水準であった［『毎日新聞』2008 年 11 月 15 日］。 












図 4－1 生活困窮者対策の構築と生活保護制度の見直しによる「生活支援戦略」 
 

















































五十嵐仁 (2008) 『労働再規制―反転の構図を読み解く』筑摩書房。 
埋橋孝文（2011）『福祉政策の国際動向と日本の選択―ポスト「3つの世界」論―』法律文化
社。 












厚生労働省 (2001) 『低所得者の新たな生活支援システム検討プロジェクト報告書』。 











武川正吾 (2009) 『連帯と承認―グローバル化と個人化のなかの福祉国家』東京大学出版会。 
















雑誌』109 巻 2 号。 
――― (2009) 「『福祉から就労へ』の政策転換と自治体」『市政研究』162 号。 
――― (2011) 「ワーキングプアに対する社会的排除の諸相―雇用・生活実態から雇用・福祉










































雇用対策」に盛り込まれたもので 2005 年 3 月末までの



















4 月：ジョブカフェの開設（ 2003 年に国が策定した「若
者自立・挑戦プラン」の中核的施策） 
12 月：『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』 



























































いて、加重平均で時給 14 円増を答申 
10 月：改正雇用対策法。募集・採用時における年齢制
限の原則禁止に関する指導を徹底 










4 月：改正パートタイム労働法施行  
4 月：ジョブカード制度の創設 
4 月：『新雇用戦略――「全員参加の社会」の実現を目
指して』    
7 月：『ホームレスの自立の支援等に関する基本方針』 
122 
      9 月：アメリカ投資銀行リーマン・ブラザーズの破綻（リーマン・ショック） 
10 月：ふるさと雇用再生特別基金事業の創設   
      11 月 4 日：『社会保障国民会議最終報告』(福田内閣) 
12 月：緊急雇用創出事業の創設 













      6 月 15 日：『安心と活力の日本へ（安心社会実現会議報告）』(麻生内閣)  
      7 月：「緊急人材育成・就職支援基金」の立ち上げと、それによる「緊急人材育成支援事業」実施をスター
ト。 
      9 月：2008 年 10 月からの 1 年間に、非正規雇用の「雇止め」等の雇用調整、4127 事業所、 
      23 万 8752 人（厚生労働省職業安定局発表） 
10 月： 内閣に緊急雇用対策本部設置、『緊急雇用対
策』決定。 










      11 月～12 月：｢緊急雇用対策｣にもとづき、全国 77 カ所のハローワークにて住居･生活 
                        困窮者に対する「ワンストップ・サービス」を実施 
      12 月：住居・生活困窮者に対する年末年始の生活総合相談が、194 自治体で実施 
2010 年 





















      5 月 11 日：緊急雇用対策本部 に「セーフティ・ネットワーク実現チーム」を設置 
123 
6 月：「仕事と生活の調和推進のための行動指針」決
定。2020 年 29％の企業での導入が目標。 
















      11 月：全国 5 カ所で、パーソナル・サポート・モデル事業開始 
      11～12 月：「住居･生活困窮者応援プロジェクト」の実施（ハローワーク等と地方自治体 
          等関係機関が連携協力） 
      12 月 8 日：『社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～』 








      3 月 11 日：東日本大震災 
      4 月：地方自治体とハローワークの間で、「福祉から就労」支援事業に関する協定を 
        締結し、連携体制を整備の上、生活保護受給者等を対象に綿密な就労支援・ 
        就労自立の実現を目指す 














































  付表 4―2 日本政府の政策構想とアクティベーション政策 
雇用・福祉に関する政策構想 アクティベーションに関連する政策 



















































































































































































































































































     2010 年 12 月 15 日「雇用戦略対話」第６回会合：合意(菅内閣） 








第 6 回会合（10 年 12 月 15 日） 
『雇用戦略・基本方針 2011』の合意 




第 4 回会合・合意 
2）⇒就業率の引き上げ。フリーター削減（2009 年 178 万
































































































































































































・2006 年 10 月 生活福祉支援貸付事業の開始 
・2008 年 4 月 厚生労働省『新雇用戦略』。ワンストップ型相談体制の整備の提案 
・2009 年 4 月 雇用保険の適用基準の緩和。 
地域生活定着支援事業開始、安心生活創造事業、被保護者の社会的居場所づくり支援事
業、ホームレス等「貧困・困窮者の『絆』再生事業」（社会的アクティベーション） 




・同年 7 月 緊急人材育成支援事業として、基金訓練と訓練・生活支援給付金（～2011 年 10
月、所得保障付職業訓練） 
・同年 10 月 住宅手当の新設 
・2010 年 11 月 パーソナル・サポート・モデル事業開始（～2013 年 3 月、社会的アクティ
134 
ベーション） 
・2011 年 5 月 内閣府「一人ひとりを包摂する社会」特命チーム『基本方針：社会的包摂政
策を進めるための基本的考え方』発表 
・同年 11 月 求職者支援制度（基金訓練の恒久化、利用にあたってのハードルが高く） 










































































































































































































第 2 章 日本における社会的排除の実態  
・「ワーキングプアに対する社会的排除の諸相―雇用・生活実態から雇用・福祉レジームを
検討する― 」『大分大学経済学論集』第 63 巻第 4号、2011 年 
・「就職困難者の貧困と社会的排除――大阪の地域就労支援事業相談者実態調査報告から見
えてきたもの――」『部落解放研初出：究』187 号、2009 年 
 
第 3 章 日本における「自立」支援と社会的包摂 
・「日本における自立支援と社会的包摂―社会的困難を抱える人々への支援をめぐって―」
『經濟學雜誌』第 106 巻 2 号、2005 年。 
 
第 4 章 日本におけるアクティベーション政策の展開 
・「日本におけるアクティベーション政策の可能性―現状と展望―」、福原宏幸・中村健吾
共編『21 世紀ヨーロッパ福祉レジーム―アクティベーション改革の多様性と日本―』糺の
森書房、2012 年 
 
終章 生活困窮者支援制度の特徴と課題―アクティベーション類型の視点から― 
 ・書下ろし 
